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携帯電話産業と他電気機器産業の共進ダイナミズムの分析 

 

○菅野元亮，渡辺千仭（東京工業大学） 

 

1. 序 

1.1 研究の背景 
 現在、世界における携帯電話契約台数は 33 億台に達

し、世界人口の半数の 49%を占めている．日本におい

ては 1980 年代に登場し、小型化・高機能化するにつれ

て急速に普及していった．現在の日本の携帯電話には通

話機能以外に、カメラ機能、メール機能、インターネッ

ト接続機能、ワンセグテレビ視聴機能、音楽再生機能な

ど様々な機能が盛り込まれている．日本の消費者のニー

ズが高機能志向であるとも考えられるが、日本の携帯電

話メーカの高い技術力の表れであるとも言える．このよ

うに、日本の携帯電話は、世界標準と比べて高機能で特

異な進化を遂げた．外界と隔絶された環境で独自の生態

系が存在するガラパゴス諸島になぞらえて、日本の携帯

電話市場は“ガラパゴス市場”と言われている． 

 

1.2 仮説 
日本の携帯電話メーカは、他にも電気機器製品を手が

けている企業がほとんどである．電気機器製品の技術や

研究成果がその社の携帯電話製品に影響を及ぼし、また

その逆の現象が生じることで、なんらかの相互作用が発

生していると考えられる．そしてこの現象は、高機能携

帯電話が主流の日本においてより顕著に見られるので

はないかと考えた．以上を踏まえ本研究では、日本にお

いて携帯電話が他の電気機器製品と共進化を起こして

いる、という仮説を立てこれを立証する． 

 

1.3 既存研究 
渡辺(2007)[1]は、日本の電気機器企業 20 社に関して、

携帯電話事業を手がけているかと企業の規模で分類し

（図 1 参照）、(1)式のモデルで回帰分析を行った．その

結果を表 1 に示す． 

dDRRcSRbaOIS +++= ∑ln
 (1) 

OIS:売上高営業利益 R:研究開発投資 S:売上高 

 

 

図 1. 日本の電気機器産業 20 社の分類. 

 

表 1 日本の電気機器企業 20 社における携帯電話主導 

イノベーションの影響 

 

 

表 1 を見ると、携帯電話事業を持たない企業（集団

C・D）より持っている企業（集団 A・B）において、

売上高営業利益への研究開発投資の影響が大きくなる、

すなわち研究開発の効率が上がるという効果が現れて

いる． 

また、陳(2006)[2]は、携帯電話キャリア第 1 位と第 2

位の NTT docomo と au がカメラ機能付機種を発売した

2002 年 6 月を転換点に、日本の携帯電話の学習係数が

上昇に転じたことを示した（図 2）．学習係数の概念に

ついては後述する． 
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図 2. 携帯電話の学習係数の推移. 

 

1.4 研究の焦点 
本研究では、携帯電話のカメラ機能に着目し、それと

最も相互影響の大きい電気機器製品と思われるデジタ

ルカメラについて分析する．カメラ機能付携帯電話が日

本で最初に発売された 2000 年 11 月付近の時期を境に、

デジタルカメラ産業に発生した影響を分析することで

携帯電話とデジタルカメラの共進化構造を明らかにす

ることが本研究の目的である． 

 

2. 分析 

2.1 分析のフレームワーク 
本研究の分析は次の 2 段階の手順で行う． 

① デジタルカメラの学習曲線を描き、携帯電話に

カメラ機能がついた時点からの変化を検証 

② ①で描いた学習曲線をもとに動態的学習係数を

導き出し、同様に変化を検証 

 詳しい分析手法については次項で説明する． 

 

2.2 分析手法 

 2.2.1 学習曲線 

学習曲線という概念を用いる．学習曲線とは、ある製

品の累積生産量が増えるに従い、単位あたりの生産価格

が逓減する特性を示す曲線である．経験曲線ともいう． 

 単位あたりの生産価格を P、累積生産量を Y*とする

とスケールファクター (A) と学習係数 ( Learning 

coefficient:λ )を用いて、学習曲線は(2)式のように表さ

れる（グラフ例を図 3(a)に示す）． 

λ−
⋅= *YAP     (2) 

 また、両辺の対数をとると(3)式に変形できる（グラ

フ例を図 3(b)に示す）． 

YAP lnlnln λ−=      (3) 

 この式に従いグラフを描き、線形回帰を行い回帰係数

として学習係数λを求める．図 3(b)のグラフにおける

直線の傾きが学習係数となる． 

 

図 3. 学習曲線の例. 

 

 2.2.2 動態的学習係数 

   (3)式において学習係数λが時間 t の関数として(4)

式のように表されると考える．時間 tの関数である各過

程の動態的学習係数λ1、λ2、…、λnは、生産・流通・

消費の一連の過程における市場学習の効果を示してい

る． 

∑
=

≈=
n

i

i
in tatttt

0
21 ))(,),(),(()( λλλλλ ･･･    (4) 

 (4)式のλ(t)を(3)式に代入することで (5)式が得ら

れる(εはλ(t)と独立の誤差項である)．このモデル式

の係数 ia を推定し、動態的学習係数λ(t)を求める． 

ε+−= ∑
=

YtaAP
n

i

i
i lnlnln

0

    (5) 

 

2.3 分析データ構築 

カメラ映像機器工業会の公表しているデジタルスチ

ルカメラ生産出荷実績表のデータ[3]を使用する． 

学習曲線を描くにあたり必要な指標は、単位あたりの

生産価格と累積生産量である．生産数量を生産金額で除

したもの、すなわち 1 台あたりの生産金額を、単位あた

りの生産価格の指標として用いる．また、生産数量の累

積値を、累積生産量の指標として用いる．なお、データ

は 1999 年 12 月分から 2008 年 7 月分の月次データであ

る． 
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3. 実証分析 

3.1 分析結果 
1 台あたりの生産金額をＰ、累積生産数量を DCTとし

たときの(6)式のデジタルカメラの学習曲線を図 4 に示

す． 

  TDCAP lnlnln λ−=     (6) 

 

図 4. デジタルカメラの学習曲線(1999/12～2008/8). 

 

 図 4 の学習曲線について線形回帰を行い学習係数λ

を求めた．結果を(7)式に示す． 

 

有意）　有意（　　　　　　　　　　

　
　　　　

　　　　　　

%5:*,%1:**

909.0.
*)*037.32(*)*817.60(

ln1943.07011.6ln 2 =
−

−=
Radj

DCP T
  (7) 

 次に、携帯電話にカメラ機能がついた 2000 年 11 月以

前と以降で学習係数がどのように変わったのかを検証

するために、期間を分けて線形回帰を行い、それぞれ学

習係数λを求めた．2000 年 10 月までの学習曲線の回帰

の結果を(8)式に、グラフを図 5 に示す． 

 

有意）　有意　　　　　　　　　（

　
　　　　

　　　　　　

%5:*,%1:**

112.0.
)5023.1(*)*098.19(

ln0210.09992.3ln 2 =
−=

Radj
DCP T

  (8) 

 
図 5. 2000 年 10 月以前のデジタルカメラの学習曲線. 

また、2000 年 11 月以降の学習曲線の回帰の結果を(9)

式に、グラフを図 6 に示す． 

 

）有意　有意　　　　　　　　　（

　
　　　　

　　　　　　

,%5:*,%1:**

965.0.
*)*365.50(*)*971.84(

ln2451.06515.7ln 2 =
−=

Radj
DCP T

  (9) 

 
図 6. 2000 年 11 月以降のデジタルカメラの学習曲線. 

 

 2000 年 10 月までの学習係数は 0.0210、2000 年 11 月

以降の学習係数は 0.2451 と推定され、大きく変化して

いることがわかった． 

 

続いて、動態的学習係数を導き出す．学習係数λを(4)

式のように考え、以下の(10)式のモデルを用いて係数 ia
を推定する． 

ε+−= ∑
=

T

n

i

i
i DCtaAP lnlnln

0
  (10) 

 まず、最適なλ(t)の次数（(10)式における n)を決定す

るために n を 2 から 6 まで変化させ分析を行い、赤池情

報量基準（AIC）をもとに比較する．比較結果を表 2 に

示す．AIC は赤池弘次氏が考案した「統計モデルの良さ

を評価するための指標」である．AIC が小さければ小さ

いほど、良いモデルであると判断できる． 

 

表 2 AIC の比較 

 n=2 n=3 n=4 n=5 n=6 

AIC -356.03 -356.75 -357.85 -355.99 -362.67

 

表 2 より、n=6 で AIC が最小になり最も高い統計的

有意を示した．そこで n=6 として、(10)のモデル式で分

析した．結果を表 3 に示す． 
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表 3 動態的学習係数λ(t)の回帰係数 

 

表 3 で得られた係数より、デジタルカメラの動態的学

習係数λ(t)は(11)式のように求められた． 

61259

4735

243

10203.310122.1

10528.110017.1

10410.310065.51597.0)(

tt

tt

ttt

⋅×+⋅×−

⋅×+⋅×−

⋅×+⋅×−=

−−

−−

−−

　　

　　

λ

  (11) 

  

 (11)式の動態的学習係数λ(t)の推移を図 7 に示す． 

 

図 7. デジタルカメラの学習係数の推移. 

 

3.2 結果の解釈 
 図 5 と図 6 を見比べると明らかなように、2000 年 11

月の前後では、デジタルカメラの学習係数は 0.0210 か

ら 0.2451 へと増大している．また図 7 を見ると 2000 年

11 月付近まで下降トレンドだった学習係数は、その後

上昇トレンドに転換し増大を続けている．その転換点が

まさに携帯電話にカメラ機能がついた時期と一致する．

つまり、携帯電話にカメラ機能がついたことで、画像セ

ンサやレンズなどのデバイスの共用が多いと思われる

デジタルカメラにおいて、研究の効率化や研究規模の拡

大などが生じ、共進化が起きたと考えることができる． 

 

4. 結論 

4.1 新たな知見 

 携帯電話にカメラ機能がついた時点を境に、それまで

下降トレンドだったデジタルカメラの学習効果が上昇

に転じたことが示された．また、陳の研究によりほぼ同

時期に携帯電話の学習効果が上昇に転じたことも示さ

れている（図 2）．これらより、携帯電話とデジタルカ

メラの 2 製品間で共進化が起きていることがわかった． 

 

4.2 今後の発展研究 

 デジタルカメラについては共振化を立証することが

できた．しかし、その他の電気機器製品とも携帯電話は

共振化を起こしていると考えているので、その構造の分

析を今後していく予定である．また、同じ製品でも国際

比較を行うことで新たな視点での分析が期待できる．日

本の携帯電話メーカは総合電気機器メーカである場合

が多いので、欧米に比べ、携帯電話と電気機器製品の相

互影響が顕著であると考えられる．この仮説の実証につ

いても今後行っていく予定である．また、学習曲線には

規模の経済という概念を無視しているという欠点があ

るので、様々なアプローチから検証できるように分析手

法を検討していきたい． 
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  回帰係数 ｔ値 P 値  

lnA 5.793E+00 4.931 3.42E-06 *** 

a0 1.597E-01 1.803 0.07455 * 

a1 -5.065E-03 -2.130 0.03575 ** 

a2 3.410E-04 2.743 0.00726 *** 

a3 -1.017E-05 -2.892 0.00474 *** 

a4 1.528E-07 2.933 0.0042 *** 

a5 -1.122E-09 -2.926 0.00429 *** 

a6 3.203E-12 2.891 0.00475 *** 

R2=0.984 ＡＩＣ=-362.67    

  ***:1%有意 **:5%有意 *:10%有意
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